
 

印西地区環境整備事業組合公告第１７号 

 

印西地区環境整備事業組合 次期中間処理施設整備事業 地域振興施設 土木基本設計・土木実施設

計業務委託について、公募型プロポーザルを実施することから、次のとおり公告する。 

 

令和７年９月２２日 

 

印西地区環境整備事業組合 

管 理 者  藤 代  健 吾 

 

１ 業務内容 

 （１）業務名   

印西地区環境整備事業組合  

次期中間処理施設整備事業 地域振興施設 土木基本設計・土木実施設計業務委託 

（２）業務内容 

    本業務の仕様書を参照のこと。 

（３）履行期間  

契約締結日（令和７年１１月７日の予定）の翌日から令和８年６月３０日まで。 

（４）提案限度額 

   ２６，３１３，２５１円（うち消費税及び地方消費税の額２，３９２，１１３円） 

 

２ 参加方法 

本業務の公募型プロポーザル募集要項を参照のこと。 

 

３ 契約方法 

   公募型プロポーザルの手続きにより選定された最優秀提案者との随意契約 

 

４ 参加資格要件 

   本プロポーザルに参加するための資格要件は、次のとおりとする。 

（１）平成２７年度以降に元請として受注し、業務完了した業務のうち、面積３，０００㎡

以上の集客施設（公園、道の駅及びテーマパーク等）の造成基本設計業務又は造成実施

設計業務の受注実績を有する法人で、当該業務の実務経験を有する担当者を選任できる

こと。 

（２）本業務の公告日から参加申し込みの手続き期限までの間において、次の①から⑤に掲

げる事項のいずれかに該当する者は、本プロポーザルに参加することができないものと

する。また、参加申し込みの手続き後であっても、契約締結までの間において同事項の

いずれかに該当した者は、失格とする。 

 



 

①印西地区環境整備事業組合建設工事請負業者等指名停止措置要領に基づく指名停止措 

置、又は他の公共団体から同様の措置を受けている者。 

     ②地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当する者。 

     ③手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者。 

     ④６ヶ月以内に手形、小切手を不渡りした者及び会社更生法の適用申請した者で同法に 

基づく裁判所からの更生手続開始決定がされていない者、又は民事再生法の適用申請し 

た者で同法に基づく裁判所からの再生手続開始決定がされていない者。 

     ⑤印西地区環境整備事業組合契約に係る暴力団対策措置要綱（平成２９年訓令第１１号） 

の別表に規定する措置要件に該当する者。 

 

５ 事務局（書類の提出先・連絡先） 

〒２７０－１３５２  

印西市大塚一丁目１番地１ 

印西地区環境整備事業組合 

印西クリーンセンター 次期施設推進室 

電 話：０４７６－４６－２７３４ 

メール：jikisisetu@inkan-jk.or.jp 

担当者：国友・川砂・石川 

 

 


